
＜背景＞

・R6年  小中高生の自殺者数が過去最高を更新。

・R7年2月 代表質問での市長答弁

こども・若者が抱える課題の実態調査について、「調査対象や内容
について関係部局間で検討を行い、次期指針の策定に合わせて調
査を実施し、施策に反映できるよう指示する」。

令和７年度：８月～１月  調査内容・方法の検討、関係部局との協議・調整
                  ９月～         令和８年度予算案の算定
                  ２月   精神保健福祉審議会自殺防止対策部会
令和８年度：４月～６月 調査内容・方法の検討、関係部局との協議・調整

６月～11月  精神保健福祉審議会自殺防止対策部会（適宜開催）
  委託業者の決定・実態調査の実施（調査票の発送・回収）                 

12月～１月   調査票の集計・分析
                  ２月           調査報告書の作成

          精神保健福祉審議会自殺防止対策部会

本調査は、大阪市内の居住者を対象として、自殺とその対策への認知度や関心度について調査し、自殺対策基
本指針を策定するための参考資料とするため、これまでも指針策定及び中間見直しに合わせて実施されてきた。
令和10年度の次期自殺対策基本指針策定に向けては、調査結果の経年変化を捉えるため、項目や対象は前
回調査と同内容に固定し、実施予定。

＜調査目的＞
こども・若者が自殺に至る背景には複雑に絡み合った要因があるこ
とから、調査対象や内容について関係部局間で検討を行い、次期指
針の策定（R10年度）に合わせて調査を実施し、施策に反映させ
ることを目的とする。

小中高生別自殺者数の年次推移

【新規事業】 R8大阪市こども・若者の実態調査（案）

〈対象者〉
12歳から29歳の者（本市こども計画における若者の定義）

〈調査票配付数〉
8,000人分（住民基本台帳より無作為抽出）

〈想定回答率〉
20%（参考：こども・若者育成支援に関する若者意識調査）

〈調査方法〉
配付⇒郵送、回収⇒郵送又はWeb

〈調査項目〉
他団体の調査項目などを参考に、関係部局間及び部会の意見も踏まえて検討
（参考）公益財団法人 日本財団実施の「自殺意識調査」

〈お礼品〉
アンケートの回答率を高めるため、抽選で40名（回答者の2.5%）に図書カードを贈呈

調査概要

参考）「自殺対策について」のアンケート調査

資料４

実施スケジュール
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